相談支援事業の一般財源化に反対する緊急集会

　厚生労働省は平成１５年度予算内示で「市町村障害者生活支援事業」と｢障害児(者)地域療育等支援事業｣を一般財源化すると発表しました。

　これら障害者相談支援事業は、現障害者プランにおいても最も重要な事業の一つと位置付けられ、全国にそれぞれ６９０ヶ所を整備すると明記されていました。しかしプランの最終年度である今年で未だ６０％程度しか整備されておらず、これらの拡充は緊急の課題でした。

　京都府内の｢地域生活支援センター｣はこれらの事業により、地域で暮らす障害者や家族とともに、その生活を支えるべく最大限の努力を積み重ねてきました。また、来年度から始まる支援費制度においても、ケアマネジメントの手法を用いてこれらの事業が果たす役割に大きな期待が寄せられていました。

　ところが、一般財源化され、地方交付税の中に積算根拠も明らかでないまま含まれ国の補助が打ち切られると、現実的には地方交付税総額が減額されている中、これら事業は拡充どころか消滅する可能性さえ生じてしまいます。

　私たちは、これら事業の重要性を再確認し、相談支援事業の一般財源化に強く反対するとともに、国の責任において従来の財源負担に戻すべく緊急集会を開催します。多くの関係者の方々のご参加をお願いします。
　　　　と　き
平成１５年2月１日（土）午後１時～３時

　　　　ところ
京都テルサ西館３階第一会議室（０７５－６９２－３４００）


[京都市南区新町通九条下ル]

　　　　主催
相談支援事業を推進する京都の会

　　　　内容
代表挨拶
廣瀬　明彦〈相楽福祉会〉


来賓挨拶
京都府



京都府市長会　　



京都府町村会　


基調報告
矢吹　文敏〈生活支援センターやまびこ〉


実践報告
府内全支援センター利用当事者・スタッフ


集会宣言採択　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　問い合わせ
社会福祉法人相楽福祉会（０７７４－９３－３２７７）

